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１．補助金とは
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補助事業の基本

補助事業の諸ルールに沿って、申請内容を適正に遂行していただく必要

があります。

① 採択（交付決定）＝補助金の交付ではありません！

・事業期間後に、都の補助金確定通知をもって、交付額が確定して交付

・そのため、検査にて申請額から減額になる可能性があります。

② 事業の実施・終了を確認（目標の達成）できないと

補助金は交付されません！

・実施内容/結果を客観的に確認できること

・開発の終了を確認できること（申請書に記載した目標を全て達成すること）
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採択後のフロー

＜ポイント＞

◆補助金（補助率：1/2）は
年度毎での支払いとなります。

（年度あたり）最大1億5,000万

◆採択（交付決定）時に
その全額をお支払いする訳では
ありません。
※検査にて減額の可能性が
あります。



目標の達成

開発が終了した（補助事業の目的が果たされた）ことを東京

都が確認して補助事業が終了となります。

– 申請書に記載された目標の達成をもって、開発が終了されたとみな

します。

– 補助対象期間内に目標の達成を確認できない場合、補助金は交

付されません。
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※ 補助金額の確定・支出においては、

年度毎に設定した「目標」を全て達成していることが条件になります。

申請書の目標設定にはご注意ください。



対象経費区分

区分

（１）原材料・副資材費

（２）外注・委託費

（３）直接人件費

（４）不動産賃借料

（５）設備導入費
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区分

（６）産業財産権出願費

（７）展示会等参加費

（８）イベント開催費

（９）広報ツール製作費

（10）広報掲載費

※ 製品・サービス等の事業化に要する開発・改良・実証実験、販路開拓に係る

上記経費が対象になります。詳細は募集要項（P9以降）をご確認ください。



補助の対象とならない場合の例 抜粋①

補助対象の確認が可能であり、かつ本補助事業に係るものとして、

明確に区分できるように注意してください。

※以下の経費は対象となりません

– 親会社、子会社、その他関連法人等、本事業において出資等を受けた事業会社等と

の取引により生じる経費

– 通常の業務・取引と混合、又は相殺して支払いが行われている経費

– 公的資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 等
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契約

見積、納品、請求

採択企業

仕入先
委託先
等

東京都

試験
結果

製作物

報告

検査

原材料

帳票類

支払
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契約日（発注日） 支払日

支払日

契約日（発注日） 支払日

令和6年3月31日

契約日（発注日）

対象期間内に取引が完結しない経費は対象となりません。

※補助対象期間内に委託(契約)から支払いまでの手続きを完了させてください。

令和7年3月31日

支払日契約日（発注日）

実施

実施

支払日契約日（発注日）

・契約から支払までを同一年度内
に完了させる必要があります。

・設備等のリース契約で、毎月支
払いの場合は年度をまたいでも可。

・止むを得ない理由で交付決定
前に契約や納品が必要な場合は
様式第１－２号：事前着手承
認申請書を提出ください。
※人件費：３月末給与等

補助の対象とならない場合の例 抜粋②

令和5年4月1日



２．事業のフロー
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補助事業開始後のフロー
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年度毎 翌年度から5年間

実施結果状況報告（5回）交付完了検査

事業化 2年目 3年目1年目 4年目 5年目

補助事業

※製品等の販売は、
支援期間最終年度の補助金確定通知の翌日から可能となります。



中間・完了検査
• 東京都職員または外部有識者が検査員として事業の遂行状況・達成状況を

確認します。

• 東京都へ提出された帳票類と原本が同一かの確認を行います（原本照合）。

• 東京都提出分：遂行状況・実績報告書（原本）＋帳票類等（写し）

• 企業保管分 ：遂行状況・実績報告書（写し）＋帳票類等（原本）
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日時 場所 内容

中間検査
遂行状況報告書提出後
（１０月～１１月）

申請書記載の事業実
施場所または東京都が
指定する場所

■技術審査
事業の実施、達成目標、研究開発物（試作品）及び
関連資料の進捗状況の確認
■経理審査
購入物等、支払経費についての確認（４月～10月）

完了検査
実績報告書提出後
（４月～５月）

申請書記載の事業実
施場所または東京都が
指定する場所

■技術審査
事業の実施状況、目標の達成状況、成果物・研究開
発物（試作品）及び関連資料の確認
■経理審査
購入物等、支払経費についての確認（通期）



３．提出書類について

（募集要項P22-23参照）
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提出書類①

◆確定申告書の写し

直近のものを２期分提出してくださ
い。９月末決算等の企業で、最新の
ものが提出できない場合は申請時点
で揃う２期分を提出してください。

※１：審査の過程で最新版の提出を
依頼します。
※２：採択後も毎年度ご提出いただ
きます。

◆事業会社との組成を証明する書類

〇「出資」を確認できる書類
〇「販路・人材・ブランドの提供」
を確認できる書類

ご不明な点があれば、事務局にご確
認ください。
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提出書類②

◆見積書

オーダーメイド発注や、世界・国
内で当該社しかつくることができ
ない設備等の理由で、相見積書が
取得できない場合は理由書（A4：
１枚程度）を作成してください。

＜提出書類の注意事項＞
・提出書類は「No.２：申請書」の原本のみ片面印刷としてください。
それ以外については可能なものは全て両面印刷にしてください。

・ホチキス留め、ファイリング等は行わないでください。
・申請書類は、必ず写しを保管してください。
・提出された申請書類は返却しませんので、ご注意ください。

◆大学発V証明書類

提出の前に、事務局にご確認くだ
さい。



4．申請書作成のポイント（抜粋）
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別紙１

別途、提出する書類（履歴事項全部

証明書や損益計算書等）と同じ内容

を記入してください。
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別紙２

同一のテーマ・内容・対象経費で、

公社、国、都道府県、区市町村等か

ら補助を受けている、あるいは過去

に受けていた場合は申請できません
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別紙4～9

上記の審査の視点（募集要項：P18）の各項目とリンクしています。
書類審査では、当該部分を重視して、確認します。
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別紙10～12

開発の終了を確認でき、実施
内容・結果を客観的に確認で
きるものにしてください。

開発の終了を確認でき、実施内
容・結果を客観的に確認できる
テーマ設定にしてください。

〇事業完了時の最終目標は途中で変更不可。
（達成可能な目標設定にしてください。）

〇年度毎の目標は、その達成を以て、
当該年度の補助金を支出
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別紙13

〇当申請事業の総事業費に対する
出資金額を記載してください。

〇出資等金額の合計が２５％以上と
なること

大学等の出資を行わない、本オープンイノ
ベーションプロジェクトへの参加者も記載
してください。
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別紙17～26

〇募集要項（P9～P15）をよく読んで、補助対象経費に相当するかを確認して
ご記入ください。

〇各年度内で契約～納品・支払までが完結することに注意して記入してください。

〇特に高額な委託費等については、なぜ当該委託先でないといけないかの理由を
明確に記入してください。
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別紙27

申請日時点で、出資及び販路・人材

・ブランド等の提供のいずれかが

実施されていない場合は、事業会社

の責任者の記入・捺印のうえ、本紙

を提出してください。
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別紙28

申請日時点で、出資が全額完了して

いない場合は、今後の出資時期を記

入いただき、事業会社の責任者の記

入・捺印のうえ、本紙を提出してく

ださい。

※ 令和5年3月末時点で、出資の一部を完

了させていただく必要があります。
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別紙29

〇該当する項目全てに☑のうえ、

当該項目について、簡潔に記載して
ください。

〇各項目のどれに該当するか分からない
場合は事務局にご相談ください。

〇該当する項目がある場合、そのことを
客観的に証明できる書類等を提出して
ください。
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〇その他詳細は「（記入例）申請書」を

ご覧ください。


